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１．都市の人口減少 

 
日本でも世界でも、相当数の都市が人口減少に直面し

ている。例えば、本誌別稿（草間一郎「人口動向～２００５

年国勢調査を中心に」）においてデータが示されていると

おり、日本では都道府県庁所在都市のうち３分の１以上

に当たる１７市で、２０００年から２００５年の間に人口減少が

見られる。世界の大都市でも人口減少は決して例外では

ない。 
もちろん、人口減少といっても、都市圏という単位で

のケースと、中心都市についてのケースとでは、様相は

かなり異なる。しかしながら、たとえ都市圏単位では人

口増加を示していても、中心都市が人口減少によりその

活力を失っていくという問題に悩む地域は少なくない。

そこで、本稿では、統計的な議論よりも、いわゆる「都

市の人口減少」がどのような問題をもたらし、どのよう

な対応が模索されているのかについて、海外の記事や文

献をひもときながら、世界の都市の動向を考察したい。 
 
 
２．世界の動向 

 
（１）人口減少都市の割合 

 

人口減少都市が６割 
人口減少都市という事態は世界に広く見られる状況で

あり、ニューヨークタイムズでは次のように報じられて

いる。 
国連や研究者の調査によると、世界中で、拡大して

いる都市が４割なのに対し、縮小している都市が６

割と過半を占めるという。１世代前には活気のあっ

た商業中心地が今や失われた町ポンペイのごとしで

ある。セントルイス、プノンペン、ヨハネスブルク

などでは、３分の１以上の人口減少となっている。

人口１０万以上の４５０都市以上で１９５０年より１０％以

上人口が減っており、アメリカでは５９都市に及ぶ。1 
アメリカでは、９０年時点で人口５０万以上の大都市７７

市のうち、１９５０年から１９９０年までに人口増加となった

ものが５１都市で、平均６倍以上の増加になった。一方減

少した２６都市には１９５０年から人口減少が続いているも

のが７市ある。ニューヨーク、シカゴ、フィラデルフィ

ア、デトロイト、ボルティモア、ワシントンＤＣ、ボス

トンである。2 
 
都市圏での人口減少 
しかしながらアメリカの都市人口の減少は、比較的裕

福な住民が郊外居住を志向した結果という面が大きく、

都市圏という単位では、大部分の地域で人口増加となっ

ている。２０００年時点で総人口１００万人を超すアメリカの

都市圏４９地域のうち１９９０年から２０００年までの１０年間

に人口が減少したのは、フィラデルフィア州ピッツバー

グ都市圏（人口２３９万人から２３６万人へ１．５％減）及び

ニューヨーク州バッファロー・ナイアガラフォールズ都

市圏（１１９万人から１１７万人へ１．６％減）である。この

他、人口増加率が５％以下と比較的低い都市圏は６都市

圏に及ぶ。3 
フランスでは、５２の大都市圏のうち人口減少している

ものが８都市圏ある。 
イギリスでは、ロンドン以外の主な大都市圏は、グラス

ゴー、リバプール、マンチェスター等、図１に見られると

おり、ほぼ軒並み人口減少となっている。4 
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（２）都市の人口減少の背景 

 

２次産業の盛衰 
前に挙げたアメリカのピッツバーグは、ＵＳスチールの

本拠地として有名で、鉄鋼生産で２０世紀前半に急拡大し

たが、鉄鋼産業の衰退とともに人口が急減した。１９５０

年には６８万人の人口を擁したが、２０００年には３３万人と

なった。近年は産業構造の転換が推進され、同市の主産

業はロボット、バイオ等の先端技術産業、観光、教育等

のサービス産業が中心となっている。 
英国のマンチェスター、リバプールなどは、１９世紀後

半から工業化に伴い急速に都市が発展したが、産業構造

の変化により１９３０年頃をピークとして人口は減少して

きた。 
フランスの都市圏で人口減少が見られる地域も、旧来

の工業地帯が多い。 
このように、多くの場合、地元産業の競争力の低下と

それに伴う産業構造の転換が人口減少の背景にある。 
政治情勢の影響 
一方、旧東独地域の都市は、特別な政治的事情も加わ

っている。東西ドイツの合併に伴い、国内で労働力の大

規模移動が生じ、ドイツ北東部の都市では人口流出が激

しい。 
 
 
（３）都市の人口減少に伴う問題 

 

共通する都市問題 
人口減少都市においては、多くの問題が共通の悩みと

して顕在化している。すなわち、都市の財政力の低下と

それに伴う公共サービスの低下、都市インフラの過剰と

維持管理の窮状、空きビルや空き家の増加による街の荒

廃、犯罪の温床化と治安問題などである。また、旧東独

の都市では、人口流出により空き家が急増し、空室率が

３割前後にも達して不動産価格が低下するなど、不動産

市場の悪化も深刻化している。 
 

デトロイトの例 
グリーマンはデトロイトの荒れ方を次のように説明し

ている。5 
 デトロイトは自然の大地からスタートして

米国第４の大都市になり、地表はコンクリートで覆

われた。今そこには亀裂が入り草や木が生えだした。

駐車場が花畑のようになったところもある。鉄道線

路は見る影もない。見捨てられた都市デトロイト。

その住民はホームレスで空き家を住処とする。無人

の街区は危険とされて避けられ、車で通りすぎるの

がやっとだ。空き家は放火、盗難、荒らし、破壊の

的になる。しかし不法行為があっても廃屋の所有者

には特段痛痒はない。問題は美観の喪失なのだ。空

き家となり窓が壊れると、次第に周りの住民がいな

くなる。 
空き家は朽廃につながるが、同時に新たな占有の可

能性をも意味する。「スクラッパー」という人々がい

る。デトロイトの古い工場に住むホームレスは、空

き家から金属類を失敬してそれを売って生計を立て

ている。違法だが誰も見向きもしない。彼らの家は

ボロなので床に自分たちで板を継いだり、出入り口

を別に作ったりしている。「割れ家」というのもある。

家屋としてはまだ使える状態だが壁の一部が壊され

て通れるようになったものだ。 
そのデトロイトには「デビルズ・ナイト」という風習
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図1 英国の都市圏の人口変化（1991年～2000年） 



がある。6 もともとは第２次大戦前からあった悪ふざけ

の習慣で、ハローウィンの前夜（１０月３０日）に、憎ら

しい近所の家に卵を投げつけるとかのちょっとした悪事

を働くものだったが、８０年代になって蛮行がエスカレー

トし、空き家に放火するといった行為も出現した。これ

を逆に悪用した住民や企業が、保険料目当てに自分の資

産（車や空きビル）に放火してデビルズ・ナイトの暴徒

のせいにするという事態も出た。８４年には放火８００件と

いうピークに達し、この頃の平均ではハローウィン前の

３日間に５００～８００件の火災が生じた。これに対処する

ため、９５年には市が１０月３０日前後を「エンジェルズ・

ナイト」と定め、時に数万人に及ぶボランティアが街を

パトロールをするようにした。さらに青少年夜間外出禁

止令まで出され、おかげで１日当たり２０件の火災減少に

つながったという。都市の荒廃が進むと、通常では考え

られないような事態まで発生することがわかる。 
 
 
（４）人口減少への対応 

 

空き家の調整 
旧東ドイツでは世界初の「縮退政策」が試されている。

２７億ユーロをかけ共産主義時代の郊外アパートを何千

棟と除却し草地に戻そうとしている。7 多すぎる空き家

は不動産市場を破壊し、人口流出を加速するという認識

も、その背景になっているようだ。 
空き家対策について独特の仕組みも見られる。オラン

ダでは、１年以上空き家の場合、所有者にことわること

で、家賃なしで住むことができる。所有者はいつでも貸

借をキャンセルする権利がある。このやり方は、一時使

用をすることで家屋の朽廃を防止できるし、周辺環境も

保全される。8 
 

マンチェスターと音楽 
イギリスのマンチェスターについても、いろいろ紹介

されている。 
人口減少に悩むマンチェスターでは、現代音楽が都

市活性化に一役買った。空き家はクラブやバーに活

用され、地域の地位も向上した。よく知られている

例が１９８２年に開業したハシエンダ・ナイトクラブ

である。それが音楽プロデューサー、グラフィック

デザイナー、建築家などのブームにつながった。こ

                                                           
6 Wikipedia 
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8 Gliemann前掲 

のナイトクラブは既に除却されたが、あまりに地区

が有名になったため、ロフトや高級アパートの市場

が成立している。9 
 
マンチェスターは、１９６０年代に新規開発事業が行

われたにもかかわらず活性化につながらなかった。

その後、家賃の安さから８０年代、９０年代にはミュ

ージシャンが多く流入した。地場のレコード会社の

起業や不法コンサートの隆盛以外に、中心部のマン

ション、飲食店、商業施設の立地が進んだ。さらに、

国際スポーツ大会の開催に向けて、マンチェスター

は、空きビルを除却するのでなく「ブランド化」す

ることにした。ポジティブなスローガンを貼り巡ら

したビルは、マンチェスターの雰囲気の改善に貢献

することとなった。10 
 

ベルリンとサブカルチャー 
ベルリンも縮小しているが、中心部ではオープンスペ

ースや公園が建物に変わりつつある。同市にとってはそ

れが効果的と考えられているためである。緑地は維持管

理の必要があるが、市にはそれだけの資金がない。もし

空き地を緑地にしたら雑草だらけになり、住民の目には

見捨てられた低未利用地と映るだろう。戦争や東西分裂

の影響で、ベルリンには低未利用地は多い。しかし、ベ

ルリンのサブカルチャーはそれをポテンシャルと考えた。

音楽、演劇、舞踏、美術、建築などの実験の場として利

用された。ベルリンの芸術シーンは古ぼけた安工場や酒

蔵から始まった。ベルリンは経済より文化の都市である

が、住民が果たして経済力の弱い地区で文化的発展を求

めるかは問題になった。郊外化、産業空洞化、建築空洞

化、人口移動があっても、結局、文化の喪失にはつなが

らなかった。むしろ経済衰退の中で文化は発展したと言

える。11 
 

空地・空家の活用の試み 
グラスゴーの建築家デュボウィッツによれば、「プラン

ナーは廃屋などを見ると、白紙に戻してやり直そうと考

える。文化的に豊かな意味を持つものという想像力がな

い。」 
また、デトロイトのデザインセンターの専門家は、空

隙を埋めたり元の姿に戻すのでなく、建物を保存しつつ、

見捨てられた場所に新しい生命を導入しようとしている。
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11 Gliemann前掲 



例えば、廃屋を一時的に芸術装置へと転換した。また、

荒廃街区全体を水玉模様の発見芸術の作品に変え、観光

スポットとなっている所もある。デトロイトが昔の栄華

を取り戻せなくても、活気のある都市になれないという

ことではない。創造的、自発的な対策を集めて戦略を立

てていくことが重要になっている。言い換えれば、「上手

な成長（Ｓｍａｒｔ Ｇｒｏｗｔｈ）」の逆転である。12 
 
都市の人口減少に伴って発生する広大な空地の使い道

はあるのか。 
デトロイトやセントルイス東部の場合、それらが放置

された結果、市街地の原野と化した。空地を公園や運動

広場にする手もあるが、整地、客土、修景等にかなりの

費用がかかる。ニューヨーク市は２万カ所もの空地を有

していたので、民間企業に対し公園や遊び場への整備費

用の負担を呼びかけた。その見返りとして、その場所を

企業の広告に利用してよいという条件である。企業がス

ポンサーになれば維持管理も期待できる。野外レクリェ

ーション用商業施設という選択肢もあろう。シカゴのダ

ウンタウンでは、ある開発業者が空地を１２ｈａのゴルフコ

ースに転換した。13 
空いた建物をいろいろな「遊び」の場として利用する

ケースもあるようで、カイ・ミヒェル14は、ベース・ジ

ャンピング（高い構築物からのパラシュート降下）、Ｘゴ

ルフ（工場跡地等でのクロスカントリー・ゴルフ）、ペイ

ントボール（塗料を入れた弾を撃ち合うバトルゲーム）、

パルクール（移動術。ストリート系障害物競争）などの

例を紹介している。日本では眉をひそめられそうな話も

あるが、他人に迷惑をかけるおそれのない場所だからで

きることという意味では、それなりの有効利用という見

方もあるかもしれない。 
 

ヤングスタウンの「開き直り」 
アメリカのオハイオ州ヤングスタウンでの思い切った

都市改造の例を、ベリンダ・ランクスが次のように紹介

している。15 
ヤングスタウン２０１０年計画では、不要なインフラ

を縮小し、新たなビジネスを誘引し、放棄地を整備

する方針を打ち出した。都市縮退を認めて正面から

取り組む。 
いさぎよいといえば聞こえはよいが、他の選択肢は

                                                           
12 Stohr前掲 
13 Rybczynski and Linneman前掲 
14 Kai Michel (Deutschland monatlich 2004) 
15 Belinda Lanks (Metropolis magazine 2006.4.17) 

ほとんどない状態。かつて１７万人の人口が今や８万

人。インフラは過剰となり税収も低下した。市には、

それなりの過去の資産があることがまだ幸いで、文

化的土壌や大学キャンパス、そして大規模公園があ

る。 
大学生や研究所スタッフの検討では、過剰なインフ

ラを除却し、要となる用地を確保して、大規模な緑

空間を創出する考えである。空き地を新たな開発に

充てるという戦略は適用できない。ヤングスタウン

では、住宅地開発需要はゼロ、小売り事業向けの需

要もほとんどないという。 
最終的には、市の立地条件からして、１００ｋｍほど離

れたクリーブランドやピッツバーグのベッドタウン

と化することになる可能性がある。そのように考え

ると、郊外型の緑の多い住宅地に転換していく方法

が有望だとされる。 
 

ヤングスタウンの土地利用計画 
ヤングスタウン２０１０年計画16の中味を見ると、市の現

状として図２に掲げたような膨大な空き地の分布が紹介

されている。黒い部分が空き地であり、東端部の空地は

開発されなかった土地だが、それ以外は工業縮小や郊外

化によって業務用地、工場用地、住宅地が空き地になっ

たものである。このような実態を前に、市としては土地

利用計画の大規模な転換を余儀なくされたが、オーバー

レイ・ゾーニング（重ね合わせ型ゾーニング）方式を利

用し、一定の地区では、本来のゾーニングに適合する開

発か、又は別途承認を受けた計画による開発（複合利用

等）か、いずれでも土地所有者が選択できるようにして

柔軟性を高めている。 
 
ヤングスタウン２０１０年計画では、「よりグリーンでよ

りクリーンな都市」を目指し、河川と、その周辺に散在

する緑地を大きなグリーン・ネットワークとして連結整

備すること、産業用地を「グレーからグリーンへ」と緑

を特徴にしたタイプに変更すること（計画上の総面積は

増加するが、重工業・軽工業向けの用地は縮小）、さらに

は、土地利用計画上の住宅用地は３０％減少させるが、こ

れでも「控えめな」減少幅ということで、余りは将来開

発の予備地として確保しておくという。また、商業系の

土地利用については、人口の郊外化により商業機能もそ

れに連れて郊外化し、かつての商業軸に空き地・空き家

が増えたことから、計画ベースで１６％減少させることと 
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した。それらの土地はインダストリアル・グリーン（環

境汚染がなく景観にすぐれ緑の多い製造業等の用地）に

転換する計画となっている。つまり商業軸については、

その全体を再生することはあきらめ、結節点を中心に要

所要所の戦略的振興を図ることとしている。 
このように「現有アセット」（地域資産）である河川と

緑を前面に打ち出すという基本方針の下、市街地を大胆

に用途転換・縮小してコンパクトな都市となることを計

画している。しかしながら、予定面積が大きく、かつ経

済活力を担うべき肝心のインダストリアル・グリーンに

ついては、具体的・詳細な記述がなく、今後立地誘導の

明確な目論見があるようには見えない。その意味では、

２０１０年に実際どのような姿になっているか、そしてそ

の先の対策をどうするのか、注目されるところである。 
 

縮退都市に問うべきは 
人口減少都市はどのような方向を目指すべきなのか、

上に紹介したヤングスタウンは一つの壮大な実験場とも

言える。 

都市の将来について、リプチンスキーとリンネマンは、

次のように指摘している。17 
２０世紀前半に急拡大し、後半に急縮小した工業都市

に、かつての繁栄を取り戻させるのは無理だろう。

歴史を見れば、都市というものは成長し、そして衰

退する。古代ローマは帝政時代のピークの１００万人

から、中世には１０万人以下にまで縮小した。ベニスの

人口は１７世紀に１８万人だったが、１８８０年には１３．

２万人に減少し、現在も１３．７万人にとどまっている。

ウィーンは第１次大戦前のピークに比べ、現在の人

口は２割も減少している。 
ウィーンやベニスの例でわかるように、都市は小さ

くても住みやすいものにできる。縮退都市に問うべ

きは、「どうすればまた増大できるか」ではなく「ど

うすれば繁栄し素晴らしい小型都市を造れるか」と

いうことなのだ。 
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図２ ヤングスタウンの空地の分布状況 
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